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国

税

、

地

方

税

そ

れ

ぞ

れ

の

令

和

８

年

度

税

制

改

正

法

が

３

月

�

日

、

参

院

本

会

議

で

可

決

・

成

立

し

た

。

１

月

�

日

に

衆

院

解

散

、

２

月

８

日

に

総

選

挙

が

行

わ

れ

、

審

議

日

程

が

窮

屈

だ

っ

た

た

め

、

８

年

度

予

算

の

年

度

内

成

立

が

困

難

と

な

り

、

本

予

算

成

立

ま

で

の

つ

な

ぎ

と

し

て

暫

定

予

算

（

３

月

�

日

に

成

立

）

が

組

ま

れ

た

が

、

税

制

改

正

法

は

年

度

内

成

立

に

漕

ぎ

つ

け

た

。

改

正

内

容

は

原

則

と

し

て

４

月

１

日

に

施

行

さ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

３

月

�

日

、

所

得

税

基

本

通

達

を

改

正

し

、

使

用

者

（

会

社

）

か

ら

の

食

事

支

給

に

よ

り

受

け

る

経

済

的

利

益

に

つ

い

て

、

所

得

税

が

非

課

税

と

さ

れ

る

食

事

支

給

に

係

る

使

用

者

の

負

担

額

の

上

限

を

、

従

来

の

月

額

３

５

０

０

円

か

ら

７

５

０

０

円

に

引

き

上

げ

た

。

令

和

８

年

４

月

１

日

以

後

に

支

給

す

べ

き

食

事

に

適

用

さ

れ

て

い

る

。

ま

た

、

同

日

、

法

令

解

釈

通

達

で

あ

る

「

深

夜

勤

務

に

伴

う

夜

食

の

現

物

支

給

に

代

え

て

支

給

す

る

金

銭

に

対

す

る

所

得

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

」

を

改

正

し

、

使

用

者

が

深

夜

勤

務

に

伴

う

夜

食

の

現

物

支

給

に

代

え

て

支

給

す

る

金

銭

に

つ

い

て

所

得

税

が

非

課

税

と

さ

れ

る

１

回

の

支

給

額

を

、

従

来

の

３

０

０

円

以

下

か

ら

６

５

０

円

以

下

へ

と

引

き

上

げ

た

。

８

年

４

月

１

日

以

後

に

支

給

す

べ

き

金

銭

に

適

用

さ

れ

て

い

る

。

　

今

回

の

改

正

は

、

物

価

の

上

昇

が

継

続

し

て

い

る

こ

と

を

踏

ま

え

て

予

算

、

税

制

に

お

け

る

長

年

据

え

置

か

れ

た

ま

ま

の

さ

ま

ざ

ま

な

公

的

制

度

に

係

る

基

準

額

等

を

、

国

民

生

活

に

深

刻

な

影

響

が

及

ば

な

い

よ

う

見

直

し

た

政

策

の

一

環

。

食

事

支

給

に

係

る

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

、

深

夜

勤

務

の

夜

食

代

に

係

る

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

と

も

に

金

額

が

�

年

に

わ

た

り

据

え

置

か

れ

て

い

た

。

　

今

回

の

改

正

を

行

う

方

針

は

、

政

府

が

昨

年

�

月

に

閣

議

決

定

し

た

８

年

度

税

制

改

正

大

綱

で

明

ら

か

に

さ

れ

て

い

た

。

　

食

事

の

現

物

支

給

に

係

る

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

は

、

役

員

ま

た

は

使

用

人

が

使

用

者

か

ら

食

事

の

現

物

支

給

を

受

け

る

場

合

、

①

役

員

ま

た

は

使

用

人

か

ら

実

際

に

徴

収

し

て

い

る

対

価

の

額

が

、

当

該

食

事

の

価

額

の

�

％

相

当

額

以

上

で

あ

る

こ

と

、

②

当

該

食

事

の

価

額

か

ら

そ

の

実

際

に

徴

収

し

て

い

る

対

価

の

額

を

控

除

し

た

残

額

が

一

定

額

以

下

で

あ

る

こ

と

―

―

の

二

つ

の

要

件

を

満

た

す

と

き

は

、

当

該

役

員

ま

た

は

使

用

人

が

食

事

の

支

給

に

よ

り

受

け

る

経

済

的

利

益

は

な

い

も

の

と

さ

れ

て

い

る

も

の

（

所

得

税

基

本

通

達

�

―

�

の

２

）

。

　

②

で

一

定

額

と

し

た

部

分

が

、

従

来

は

月

額

３

５

０

０

円

だ

っ

た

が

、

４

月

１

日

以

後

に

支

給

す

べ

き

食

事

に

つ

い

て

は

同

７

５

０

０

円

へ

と

引

き

上

げ

ら

れ

た

。

　

被

相

続

人

の

金

融

機

関

に

対

す

る

債

務

に

つ

い

て

、

そ

の

相

続

人

（

納

税

者

）

が

被

相

続

人

の

生

前

に

金

融

機

関

と

の

間

で

成

立

し

た

被

相

続

人

が

一

定

額

の

分

割

金

を

支

払

っ

た

場

合

に

は

残

部

に

つ

き

債

務

免

除

す

る

と

の

裁

判

上

の

和

解

に

基

づ

き

債

務

免

除

を

受

け

、

そ

の

金

額

を

総

所

得

に

算

入

せ

ず

に

所

得

税

等

の

確

定

申

告

を

行

っ

た

と

こ

ろ

、

課

税

庁

が

同

金

額

（

債

務

免

除

益

）

は

一

時

所

得

の

総

収

入

金

額

に

算

入

さ

れ

る

べ

き

も

の

だ

と

し

て

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

こ

と

か

ら

納

税

者

が

処

分

の

取

消

し

な

ど

を

求

め

て

い

た

訴

訟

で

、

最

高

裁

は

５

月

�

日

に

口

頭

弁

論

を

開

催

す

る

。

　

一

審

の

東

京

地

裁

は

納

税

者

の

一

部

勝

訴

、

二

審

の

東

京

高

裁

は

納

税

者

の

全

面

勝

訴

だ

っ

た

。

　

最

高

裁

の

口

頭

弁

論

開

催

は

下

級

審

の

判

断

の

変

更

に

必

要

な

手

続

き

と

さ

れ

て

い

る

。

口

頭

弁

論

が

開

催

さ

れ

て

も

高

裁

の

判

断

が

維

持

さ

れ

る

こ

と

も

あ

る

が

、

納

税

者

の

全

面

勝

訴

だ

っ

た

高

裁

判

決

が

変

更

さ

れ

る

可

能

性

が

出

て

き

た

。

　

本

予

算

と

予

算

関

連

法

と

位

置

づ

け

ら

れ

る

税

制

改

正

法

は

例

年

、

同

じ

日

に

参

院

本

会

議

で

可

決

・

成

立

し

て

い

る

。

た

だ

、

暫

定

予

算

が

組

ま

れ

た

年

は

同

様

と

は

な

ら

ず

、

前

回

、

暫

定

予

算

が

組

ま

れ

た

平

成

�

年

度

（

�

年

�

月

�

日

に

総

選

挙

が

あ

っ

た

）

は

、

暫

定

予

算

が

３

月

�

日

に

成

立

、

税

制

改

正

法

が

３

月

�

日

に

成

立

、

本

予

算

は

４

月

９

日

に

成

立

し

て

い

た

。

　

税

制

改

正

法

の

内

容

の

う

ち

主

な

も

の

を

取

り

上

げ

る

と

、

法

人

関

係

で

は

、

８

年

度

税

制

改

正

法

が

３

月

�

日

ま

で

に

成

立

し

た

こ

と

に

伴

い

、

改

正

前

は

９

年

３

月

�

日

ま

で

の

間

に

開

始

す

る

各

事

業

年

度

で

一

定

の

要

件

を

満

た

し

た

場

合

に

適

用

で

き

た

大

企

業

向

け

賃

上

げ

促

進

税

制

は

１

年

前

倒

し

で

廃

止

さ

れ

た

。

中

堅

企

業

、

中

小

企

業

向

け

で

も

教

育

訓

練

費

に

係

る

上

乗

せ

措

置

が

同

じ

く

１

年

前

倒

し

で

廃

止

さ

れ

る

と

と

も

に

、

中

堅

企

業

向

け

措

置

は

賃

上

げ

基

準

が

従

来

よ

り

も

厳

し

く

な

っ

た

。

他

方

、

８

年

度

税

制

改

正

の

目

玉

の

一

つ

と

さ

れ

る

大

胆

な

投

資

促

進

税

制

（

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

投

資

促

進

税

制

）

の

創

設

は

、

産

業

競

争

力

強

化

法

の

改

正

を

前

提

と

し

て

い

る

が

、

産

業

競

争

力

強

化

法

の

改

正

案

は

国

会

に

提

出

さ

れ

て

い

る

も

の

の

、

審

議

入

り

は

し

て

お

ら

ず

、

実

際

の

税

制

の

適

用

に

は

、

ま

だ

時

間

が

か

か

り

そ

う

だ

。

　

個

人

所

得

関

係

で

は

、

物

価

の

上

昇

に

連

動

し

て

基

礎

控

除

等

（

本

則

部

分

）

を

引

き

上

げ

る

仕

組

み

が

創

設

さ

れ

た

。

こ

れ

に

基

づ

い

て

所

得

税

の

基

礎

控

除

が

合

計

所

得

金

額

２

３

５

０

万

円

以

下

の

者

を

対

象

に

４

万

円

引

き

上

げ

ら

れ

、

ま

た

、

所

得

税

と

個

人

住

民

税

で

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

が

４

万

円

引

き

上

げ

ら

れ

た

。

加

え

て

、

７

年

度

税

制

改

正

で

創

設

さ

れ

た

所

得

税

の

基

礎

控

除

等

の

特

例

に

よ

る

基

礎

控

除

の

加

算

額

が

、

２

年

間

に

限

り

合

計

所

得

金

額

が

４

８

９

万

円

以

下

で

あ

る

場

合

は

一

律

�

万

円

と

な

る

と

と

も

に

、

所

得

税

と

個

人

住

民

税

で

給

与

所

得

控

除

の

最

低

保

障

額

を

２

年

間

に

限

り

５

万

円

引

き

上

げ

る

特

例

が

創

設

さ

れ

た

。

こ

れ

に

よ

り

、

８

年

分

か

ら

所

得

税

の

課

税

最

低

限

は

１

７

８

万

円

に

、

９

年

度

分

か

ら

の

個

人

住

民

税

の

課

税

最

低

限

は

１

１

９

万

円

に

な

っ

た

。

な

お

、

源

泉

徴

収

義

務

者

の

事

務

負

担

に

配

慮

し

て

源

泉

徴

収

で

の

対

応

は

９

年

分

の

所

得

か

ら

で

、

８

年

分

は

年

末

調

整

で

対

応

す

る

。

　

消

費

税

は

、

イ

ン

ボ

イ

ス

の

定

着

を

よ

り

確

実

な

も

の

と

す

る

観

点

か

ら

、

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

と

な

っ

た

小

規

模

事

業

者

に

関

す

る

経

過

措

置

、

い

わ

ゆ

る

２

割

特

例

（

納

税

額

を

売

上

税

額

の

２

割

と

す

る

）

を

、

対

象

者

を

個

人

に

絞

っ

た

上

で

３

割

特

例

へ

と

変

更

し

、

適

用

期

限

を

２

年

間

延

長

す

る

。

ま

た

、

免

税

事

業

者

等

か

ら

の

課

税

仕

入

れ

に

係

る

税

額

控

除

に

関

す

る

経

過

措

置

は

最

終

的

な

適

用

期

限

を

２

年

間

延

長

し

た

上

で

引

下

げ

ペ

ー

ス

と

幅

を

改

正

前

よ

り

も

緩

や

か

な

も

の

と

す

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ４ ６
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令

和

８

年

度

税

制

改

正

法

が

３

月

�

日

の

参

院

本

会

議

で

可

決

・

成

立

し

た

。

原

則

と

し

て

８

年

４

月

１

日

か

ら

施

行

さ

れ

る

。

８

年

度

予

算

の

昨

年

度

内

の

成

立

は

実

現

し

な

か

っ

た

も

の

の

、

予

算

の

関

連

法

で

あ

る

税

制

改

正

法

は

年

度

内

成

立

し

た

。

こ

れ

に

よ

り

、

あ

る

程

度

の

混

乱

は

回

避

さ

れ

た

か

★

与

党

の

８

年

度

大

綱

の

「

基

本

的

考

え

方

」

の

冒

頭

に

は

、

「

強

い

経

済

」

「

世

界

で

輝

く

日

本

」

の

実

現

を

目

指

す

新

政

権

が

誕

生

し

た

な

ど

と

記

載

さ

れ

る

。

税

制

改

正

法

の

年

度

内

成

立

は

そ

の

実

現

の

第

一

歩

な

の

だ

ろ

う

か

★

し

か

し

、

自

身

の

身

の

回

り

を

見

れ

ば

物

価

高

の

傾

向

は

収

ま

ら

ず

、

広

く

国

際

情

勢

を

見

れ

ば

各

地

で

紛

争

が

起

き

、

こ

れ

か

ら

新

た

な

争

い

が

起

き

な

い

と

も

限

ら

な

い

。

そ

し

て

、

そ

れ

ら

は

私

た

ち

の

生

活

に

直

結

す

る

。

税

制

改

正

法

が

年

度

内

成

立

し

て

も

、

安

心

し

て

は

い

ら

れ

な

い

。

（

Ｙ

）

自動車等で通勤している人の通勤手当の

１か月当たりの非課税限度額　　　　　

改正前 改正後

通勤距離の

区分（片道）

非課税

限度額

通勤距離の

区分（片道）

非課税

限度額

�㌔以上 ３万８７００円

�㌔以上

�㌔未満

３万８７００円

�㌔以上

�㌔未満

４万５７００円

�㌔以上

�㌔未満

５万２７００円

�㌔以上

�㌔未満

５万９６００円

�㌔以上 ６万６４００円

※�㌔未満は変更なし

　

自

動

車

等

で

通

勤

し

て

い

る

人

に

係

る

通

勤

手

当

の

所

得

税

の

非

課

税

限

度

額

の

引

上

げ

を

盛

り

込

ん

だ

所

得

税

法

施

行

令

の

一

部

を

改

正

す

る

政

令

が

３

月

�

日

に

公

布

さ

れ

、

４

月

１

日

に

施

行

さ

れ

た

。

４

月

１

日

以

後

に

支

払

わ

れ

る

べ

き

通

勤

手

当

（

同

日

前

に

支

払

わ

れ

る

べ

き

通

勤

手

当

の

差

額

と

し

て

追

加

支

給

す

る

も

の

を

除

く

）

か

ら

適

用

さ

れ

て

い

る

。

通

勤

に

際

し

て

一

定

の

要

件

を

満

た

す

駐

車

場

等

を

利

用

し

、

そ

の

料

金

を

負

担

す

る

こ

と

を

常

例

と

す

る

人

に

対

し

て

、

通

勤

手

当

の

非

課

税

限

度

額

に

１

か

月

当

た

り

５

０

０

０

円

を

上

限

に

駐

車

場

等

の

料

金

相

当

額

を

加

算

す

る

仕

組

み

も

設

け

ら

れ

た

。

同

通

勤

手

当

の

非

課

税

限

度

額

は

昨

年

�

月

に

も

改

正

さ

れ

て

お

り

、

こ

れ

に

続

く

改

正

と

な

る

。

　

改

正

内

容

は

表

の

と

お

り

。

　

片

道

�

㌔

以

上

か

ら

同

�

㌔

以

上

（

当

時

）

ま

で

の

非

課

税

限

度

額

は

昨

年

�

月

の

改

正

で

引

き

上

げ

ら

れ

て

い

た

。

今

回

の

改

正

で

は

、

こ

れ

ま

で

同

�

㌔

以

上

は

一

つ

の

通

勤

距

離

の

区

分

と

さ

れ

て

い

た

と

こ

ろ

を

、

�

㌔

以

上

�

㌔

未

満

、

�

㌔

以

上

�

㌔

未

満

、

�

㌔

以

上

�

㌔

未

満

、

�

㌔

以

上

�

㌔

未

満

、

�

㌔

以

上

に

つ

い

て

新

た

な

通

勤

距

離

の

区

分

が

設

け

ら

れ

た

。

通

勤

距

離

が

�

㌔

以

上

�

㌔

未

満

で

は

非

課

税

限

度

額

は

変

わ

ら

ず

、

�

㌔

以

上

の

人

か

ら

上

が

り

、

�

㌔

以

上

だ

と

、

非

課

税

限

度

額

が

こ

れ

ま

で

よ

り

も

２

万

７

７

０

０

円

上

が

っ

た

。

　

ま

た

、

一

定

の

要

件

を

満

た

す

駐

車

場

等

を

利

用

し

、

そ

の

料

金

を

負

担

す

る

こ

と

を

常

例

と

す

る

人

の

１

か

月

当

た

り

の

非

課

税

限

度

額

は

、

そ

の

通

勤

距

離

の

区

分

に

応

じ

た

非

課

税

限

度

額

に

１

か

月

当

た

り

の

そ

の

駐

車

場

等

の

料

金

相

当

額

（

上

限

５

０

０

０

円

）

を

加

算

し

た

金

額

と

す

る

。

「

一

定

の

要

件

を

満

た

す

駐

車

場

等

」

と

は

、

通

勤

の

た

め

に

使

用

す

る

自

動

車

等

の

駐

車

の

た

め

の

駐

車

場

等

の

う

ち

、

そ

の

通

勤

手

当

の

支

払

を

受

け

る

人

の

勤

務

す

る

場

所

の

周

辺

ま

た

は

そ

の

人

が

通

勤

の

た

め

に

利

用

す

る

交

通

機

関

の

駅

、

停

留

所

そ

の

他

の

施

設

の

周

辺

に

あ

る

も

の

を

指

す

。

　

国

税

庁

で

は

今

回

の

改

正

を

踏

ま

え

た

、

通

勤

手

当

の

非

課

税

限

度

額

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

を

４

月

下

旬

に

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

す

る

予

定

。

　

国

税

庁

は

３

月

�

日

、

令

和

７

年

分

路

線

価

図

等

の

正

誤

表

を

公

表

し

た

。

　

今

回

、

路

線

価

が

修

正

さ

れ

た

地

区

は

、

東

京

国

税

局

管

内

の

神

奈

川

県

足

柄

下

郡

湯

河

原

町

（

小

田

原

税

務

署

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

正

誤

表

は

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

３

月

�

日

、

令

和

６

年

度

分

会

社

標

本

調

査

を

公

表

し

た

。

こ

れ

は

、

６

年

４

月

１

日

か

ら

７

年

３

月

�

日

ま

で

の

間

に

終

了

し

た

各

事

業

年

度

に

つ

い

て

、

７

年

８

月

末

現

在

で

取

り

ま

と

め

た

も

の

。

同

年

度

調

査

に

お

け

る

サ

ン

プ

ル

は

約

２

４

２

万

社

（

母

集

団

数

約

３

０

０

万

社

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

６

年

度

分

の

法

人

数

全

体

は

、

前

年

度

比

４

万

２

９

６

３

社

増

加

（

前

年

度

比

１

・

５

％

増

）

の

２

９

９

万

９

６

８

０

社

と

�

年

連

続

の

増

加

で

、

過

去

最

多

だ

っ

た

。

２

９

９

万

９

６

８

０

社

う

ち

、

通

算

親

法

人

は

２

０

０

７

社

、

通

算

子

法

人

は

１

万

６

０

４

４

社

と

な

っ

て

い

る

。

　

法

人

数

全

体

の

う

ち

、

利

益

計

上

法

人

は

同

３

万

８

２

４

１

社

社

増

加

（

同

３

・

３

％

増

）

の

１

１

９

万

１

７

５

５

社

と

４

年

連

続

で

増

加

し

、

過

去

最

多

だ

っ

た

。

　

他

方

、

欠

損

法

人

は

、

同

４

７

２

２

社

増

加

（

同

０

・

３

％

増

）

の

１

８

０

万

７

９

２

５

社

と

５

年

連

続

で

増

加

し

た

。

な

お

、

全

法

人

に

占

め

る

欠

損

法

人

割

合

は

、

同

０

・

７

㌽

減

の

�

・

３

％

だ

っ

た

。

　

営

業

収

入

金

額

は

、

同

�

兆

７

２

２

８

億

円

増

加

（

同

３

・

６

％

増

）

の

１

８

２

２

兆

９

０

１

６

億

円

と

４

年

連

続

の

増

加

で

、

過

去

最

高

。

こ

の

う

ち

利

益

計

上

法

人

に

つ

い

て

見

る

と

、

同

�

兆

６

８

６

５

億

円

増

加

（

同

５

・

１

％

増

）

の

１

４

４

３

兆

７

６

２

１

億

円

と

増

加

し

、

過

去

最

高

だ

っ

た

。

所

得

金

額

も

、

同

�

兆

２

９

１

４

億

円

増

加

（

同

�

・

２

％

増

）

の

１

０

２

兆

６

０

９

億

円

と

過

去

最

高

だ

っ

た

。

営

業

収

入

金

額

に

対

す

る

所

得

金

額

の

割

合

（

所

得

率

）

は

、

同

０

・

４

㌽

増

の

７

・

１

％

と

な

っ

て

い

る

。

　

営

業

収

入

金

額

、

所

得

金

額

と

も

に

過

去

最

高

と

な

っ

た

理

由

と

し

て

、

前

年

と

同

様

に

為

替

相

場

の

円

安

基

調

、

資

源

価

格

の

高

騰

な

ど

が

挙

げ

ら

れ

る

。

　

法

人

税

額

は

、

同

２

兆

２

８

４

５

億

円

増

加

（

同

�

・

９

％

増

）

の

�

兆

６

８

２

２

億

円

と

４

年

連

続

で

増

加

し

、

過

去

最

高

だ

っ

た

。

　

所

得

税

額

控

除

は

、

１

兆

９

５

４

５

億

円

減

少

（

同

�

・

３

％

減

）

の

１

兆

９

２

７

４

億

円

と

、

２

年

連

続

で

減

少

し

た

。

こ

れ

は

、

４

年

度

税

制

改

正

の

親

子

会

社

間

の

配

当

に

係

る

源

泉

徴

収

取

り

止

め

の

制

度

変

更

が

、

昨

年

に

引

き

続

き

影

響

し

て

い

る

。

こ

の

改

正

に

よ

り

、

子

法

人

は

配

当

等

に

係

る

源

泉

徴

収

事

務

負

担

が

な

く

な

り

、

親

法

人

は

受

取

配

当

等

に

係

る

源

泉

所

得

税

相

当

額

の

所

得

税

額

控

除

に

よ

る

還

付

請

求

手

続

の

事

務

負

担

が

な

く

な

っ

た

。

　

外

国

税

額

控

除

は

、

同

７

６

１

億

円

増

加

（

同

６

・

３

％

増

）

の

１

兆

２

８

０

８

億

円

と

４

年

連

続

で

増

加

、

海

外

の

稼

得

所

得

が

増

え

て

い

る

こ

と

が

う

か

が

え

る

。

　

繰

越

欠

損

金

の

当

期

控

除

額

は

、

同

４

５

３

９

億

円

減

少

（

同

４

・

１

％

減

）

の

�

兆

５

１

５

７

億

円

と

減

少

し

、

翌

期

繰

越

額

も

、

同

２

兆

４

０

０

億

円

減

少

（

同

２

・

６

％

減

）

の

�

兆

４

８

１

９

億

円

と

減

少

し

た

。

　

交

際

費

等

の

支

出

額

は

、

同

２

２

９

８

億

円

増

加

（

同

５

・

５

％

増

）

の

４

兆

４

１

３

９

億

円

と

３

年

連

続

で

増

加

。

こ

れ

は

、

６

年

度

改

正

に

よ

り

交

際

費

等

の

損

金

不

算

入

制

度

の

飲

食

費

の

上

限

が

一

人

５

０

０

０

円

以

下

か

ら

１

万

円

以

下

に

引

き

上

げ

ら

れ

た

こ

と

が

要

因

。

支

出

額

４

兆

４

１

３

９

億

円

の

う

ち

、

損

金

不

算

入

額

は

、

同

８

３

６

億

円

増

加

（

同

７

・

９

％

増

）

の

１

兆

１

４

４

６

億

円

で

、

損

金

不

算

入

割

合

は

同

０

・

５

㌽

増

の

�

・

９

％

と

な

っ

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

国

税

庁

は

３

月

�

日

、

財

産

評

価

基

本

通

達

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

と

同

通

達

の

あ

ら

ま

し

に

つ

い

て

（

情

報

）

を

公

表

し

た

。

令

和

７

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

防

衛

特

別

法

人

税

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

に

伴

い

、

純

資

産

価

額

方

式

に

お

け

る

「

評

価

差

額

に

対

す

る

法

人

税

額

等

に

相

当

す

る

金

額

」

の

算

定

に

用

い

る

「

法

人

税

（

地

方

法

人

税

を

含

む

）

、

事

業

税

（

特

別

法

人

事

業

税

を

含

む

）

、

道

府

県

民

税

及

び

市

町

村

民

税

の

税

率

の

合

計

に

相

当

す

る

割

合

」

（

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

）

を

�

％

か

ら

�

％

に

改

正

す

る

な

ど

所

要

の

改

正

を

行

っ

た

（

評

基

通

１

８

６

―

２

）

。

８

年

４

月

１

日

以

後

に

相

続

、

遺

贈

ま

た

は

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

取

引

相

場

の

な

い

株

式

等

の

評

価

に

適

用

す

る

と

し

て

い

る

。

２月の税収

（単位：百万円）

税目

２月分

（前年比）

２月末累計

（前年比）

所

得

税

源泉分

７７４，７７０

（９７．５％）

１８，７４２，１０７

（１２６．０％）

申告分

１９５，８４１

（１２５．４％）

１，４６６，８９５

（１０５．７％）

計

９７０，６１１

（１０２．０％）

２０，２０９，００２

（１２４．３％）

法人税

２，０７７，０２６

（１１０．５％）

１１，２８８，６６１

（１１８．７％）

相続税

３４４，２５５

（１２０．１％）

２，８３４，８８６

（１１０．４％）

消費税

３，０５９，５６１

（１０３．４％）

１７，２５４，２６２

（１０２．９％）

酒税

８３，２９０

（７２．３％）

７８５，０８９

（８４．９％）

その他

４８５，４６９

（９９．０％）

５，１６５，５８３

（９９．３％）

一般会計

分　　計

７，０２０，２１２

（１０５．１％）

５７，５３７，４８３

（１１２．３％）

令和８年４月１日以後に開始する事業年度等の「法人税率等の合計割合」の内訳

税率に相当

する割合

根拠条文 備考

法

人

税

①法人税 ２３．２％ 法人税法�①

②地方法人税 ２．３８９６％

地方法人税法

�①

法人税額×��％

③防衛特別

　法人税

０．９２８％

防衛財源確保

法�①

法人税額×４．０％

事

業

税

④事業税 ７．０％

地方税法�の

�の７①三

⑤特別法人

　事業税

２．５９％

特別法人事業

税法７①三

事業税額×３７．０％

⑥道府県民税 ０．２３２％ 地方税法�①

法人税割の税率

法人税額×１．０％

⑦市町村民税 １．３９２％

地方税法３１４

の４①

法人税割の税率

法人税額×６．０％

⑧合計 ３７．７３１６％≒３８％

　

訂

正

　

３

月

�

日

号

３

面

の

社

会

保

障

国

民

会

議

の

記

事

で

日

本

商

工

会

連

合

会

と

あ

る

の

は

、

全

国

商

工

会

連

合

会

の

誤

り

で

し

た

。

お

詫

び

し

て

訂

正

し

ま

す

。

（

３

月

�

日

）

兼

税

務

大

学

校

副

校

長

事

務

取

扱

（

税

務

大

学

校

長

）

山

根

英

一

郎

兼

札

幌

国

税

不

服

審

判

所

長

＜

首

席

国

税

審

判

官

＞

心

得

（

札

幌

国

税

不

服

審

判

所

部

長

審

判

官

＜

国

税

審

判

官

＞

）

星

川

　

光

俊

兼

広

島

国

税

不

服

審

判

所

長

＜

首

席

国

税

審

判

官

＞

心

得

（

広

島

国

税

不

服

審

判

所

部

長

審

判

官

＜

国

税

審

判

官

＞

）

佐

藤

　

芳

美

兼

関

東

信

越

国

税

局

課

税

第

二

部

鑑

定

官

室

長

事

務

取

扱

（

関

東

信

越

国

税

局

課

税

第

二

部

酒

類

監

理

官

）

二

瓶

　

克

美

【

辞

職

】

（

税

務

大

学

校

副

校

長

）

江

崎

　

純

子

（

札

幌

国

税

不

服

審

判

所

長

＜

首

席

国

税

審

判

官

＞

）

岡

村

　

憲

一

（

広

島

国

税

不

服

審

判

所

長

＜

首

席

国

税

審

判

官

＞

）

水

谷

　

年

宏

（

東

京

国

税

局

総

務

部

税

務

相

談

室

主

任

税

務

相

談

官

）

木

佐

貫

　

覚

（

福

岡

税

務

署

特

別

国

税

調

査

官

＜

所

得

＞

）

山

内

　

忠

広

（

４

月

１

日

）

独

立

行

政

法

人

酒

類

総

合

研

究

所

理

事

（

関

東

信

越

国

税

局

課

税

第

二

部

鑑

定

官

室

長

）

岩

田

　

知

子

兼

国

税

不

服

審

判

所

長

兼

国

税

不

服

審

判

所

次

長

＜

国

税

審

判

官

＞

事

務

取

扱

（

東

京

高

等

検

察

庁

検

事

）

小

原

　

一

人

国

税

不

服

審

判

所

部

長

審

判

官

＜

国

税

審

判

官

＞

（

国

税

不

服

審

判

所

国

税

審

判

官

）

島

津

留

利

子

【

役

職

定

年

】

（

国

税

不

服

審

判

所

部

長

審

判

官

＜

国

税

審

判

官

）

＞

）

藤

井

　

修

一

（

甲

府

税

務

署

酒

類

指

導

官

）

宮

崎

　

和

浩

（

名

古

屋

国

税

局

査

察

部

統

括

国

税

査

察

官

）

松

田

　

哲

也

（

大

阪

国

税

局

総

務

部

税

務

相

談

室

主

任

税

務

相

談

官

）

太

田

　

敬

士

　

財

務

省

は

１

日

、

２

月

の

税

収

実

績

を

ま

と

め

た

（

表

参

照

）

。

　

同

月

分

税

収

は

、

前

年

同

月

比

５

・

１

％

増

の

７

兆

２

０

２

億

円

で

、

同

月

末

累

計

は

同

�

・

３

％

増

の

�

兆

５

３

７

４

億

円

と

増

加

し

た

。

　

補

正

後

予

算

額

�

兆

６

９

８

０

億

円

に

対

す

る

進

捗

割

合

は

�

・

３

％

と

な

っ

て

い

る

。

　

税

目

別

に

み

る

と

、

１

月

支

給

分

の

給

与

が

中

心

の

源

泉

徴

収

分

は

、

好

調

な

市

場

環

境

を

背

景

と

し

て

配

当

税

収

が

増

加

し

た

一

方

で

、

基

礎

控

除

の

見

直

し

等

の

影

響

に

よ

り

給

与

税

収

は

減

少

し

た

た

め

同

２

・

５

％

減

の

７

７

４

７

億

円

と

減

少

し

た

。

申

告

分

は

、

同

�

・

４

％

増

の

１

９

５

８

億

円

と

増

加

し

、

源

泉

分

と

申

告

分

を

合

わ

せ

た

所

得

税

全

体

は

、

同

２

・

０

％

増

の

９

７

０

６

億

円

だ

っ

た

。

　

法

人

税

は

、

�

月

期

決

算

法

人

の

確

定

申

告

分

と

６

月

期

決

算

法

人

の

中

間

申

告

分

が

中

心

で

、

同

�

・

５

％

増

の

２

兆

７

７

０

億

円

と

大

き

く

増

加

し

た

。

同

省

は

、

「

収

納

額

が

増

加

し

た

た

め

」

と

説

明

し

て

い

る

。

　

消

費

税

は

、

物

価

高

な

ど

が

影

響

し

、

国

内

分

が

増

加

し

た

こ

と

に

よ

り

同

３

・

４

％

増

の

３

兆

５

９

５

億

円

と

増

加

。

ま

た

、

令

和

７

年

分

確

定

申

告

の

贈

与

税

が

含

ま

れ

て

い

る

相

続

税

は

、

贈

与

税

が

増

加

し

た

こ

と

で

同

�

・

１

％

増

の

３

４

４

２

億

円

と

増

加

し

た

。

　

取

引

相

場

の

な

い

株

式

等

を

評

価

す

る

場

合

の

純

資

産

価

額

方

式

は

、

下

の

算

式

に

よ

り

計

算

す

る

。

こ

の

場

合

の

「

評

価

差

額

に

対

す

る

法

人

税

額

等

に

相

当

す

る

金

額

」

は

、

「

相

続

税

評

価

額

に

よ

る

純

資

産

価

額

」

か

ら

「

帳

簿

価

額

に

よ

る

純

資

産

価

額

」

を

控

除

し

た

残

額

に

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

を

乗

じ

て

計

算

し

た

金

額

と

し

て

い

た

。

　

７

年

度

税

制

改

正

に

よ

り

、

防

衛

財

源

確

保

法

が

改

正

さ

れ

、

新

た

に

防

衛

特

別

法

人

税

が

創

設

さ

れ

、

８

年

４

月

１

日

以

後

に

開

始

す

る

事

業

年

度

か

ら

適

用

す

る

こ

と

と

さ

れ

た

。

こ

れ

に

よ

り

、

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

の

根

拠

と

な

る

税

率

が

変

わ

る

こ

と

か

ら

、

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

を

�

％

か

ら

�

％

に

改

正

す

る

と

し

た

（

表

参

照

）

。

　

な

お

、

防

衛

特

別

法

人

税

の

算

定

に

お

け

る

基

礎

控

除

額

に

相

当

す

る

金

額

に

つ

い

て

は

、

評

価

方

法

の

簡

便

性

を

考

慮

し

、

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

の

算

定

に

当

た

っ

て

加

味

し

な

い

と

し

て

い

る

。

　

法

人

税

率

等

の

合

計

割

合

の

算

定

根

拠

に

つ

い

て

、

改

正

後

の

該

当

部

分

は

「

法

人

税

（

地

方

法

人

税

及

び

防

衛

特

別

法

人

税

を

含

む

）

、

事

業

税

（

特

別

法

人

事

業

税

を

含

む

）

、

道

府

県

民

税

及

び

市

町

村

民

税

の

税

率

の

合

計

に

相

当

す

る

割

合

」

と

な

る

。

　

ま

た

、

今

回

の

改

正

に

伴

い

、

次

の

評

価

明

細

書

に

お

け

る

「

評

価

差

額

に

対

す

る

法

人

税

額

等

相

当

額

」

欄

に

つ

い

て

は

、

別

途

、

８

年

６

月

頃

に

改

正

を

予

定

し

て

い

る

と

し

た

。

・

「

第

５

表

　

１

株

当

た

り

の

純

資

産

価

額

（

相

続

税

評

価

額

）

の

計

算

明

細

書

」

・

「

第

８

表

　

株

式

等

保

有

特

定

会

社

の

株

式

の

価

額

の

計

算

明

細

（

続

）

」

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

中

小

企

業

庁

が

設

置

し

て

い

る

中

小

Ｍ

＆

Ａ

市

場

の

改

革

に

向

け

た

検

討

会

（

座

長

＝

松

中

学

名

古

屋

大

学

大

学

院

教

授

）

は

３

月

�

日

、

今

年

に

入

っ

て

初

め

て

の

会

合

を

開

催

し

た

。

こ

の

中

で

、

中

小

Ｍ

＆

Ａ

市

場

の

健

全

化

に

向

け

た

資

格

制

度

の

創

設

の

た

め

、

昨

年

�

月

に

開

催

さ

れ

た

会

合

で

の

議

論

を

踏

ま

え

て

設

置

し

た

資

格

試

験

に

お

け

る

具

体

的

な

試

験

内

容

等

の

検

討

を

行

う

ワ

ー

キ

ン

グ

グ

ル

ー

プ

の

討

議

の

結

果

が

報

告

さ

れ

、

試

験

科

目

は

Ｍ

＆

Ａ

実

務

、

財

務

・

税

務

、

法

務

、

倫

理

・

行

動

規

範

の

４

科

目

と

す

る

こ

と

や

少

な

く

と

も

立

ち

上

げ

期

は

年

３

回

程

度

の

複

数

の

受

験

機

会

を

設

け

た

上

で

一

斉

実

施

を

想

定

し

て

い

る

こ

と

、

試

験

科

目

の

免

除

は

少

な

く

と

も

立

ち

上

げ

期

は

設

定

し

な

い

こ

と

な

ど

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

。

　東京国

税局は３

月�日、

同局内に

おいて期

日公売を

行い、差

押動産の日本画�点を出品した。同

局では、年に数回公売が実施される

が、多数の日本画のみを出品する公

売は珍しいという。

　今回の公売では、世界的に活躍し

ている千住博氏の日本画�点を出

品。千住氏の代表作で滝を題材にし

た作品の「ウォーターホール」（見

積価額１２００万円）＝写真左＝や、「桜

咲く」（同３２０万円）＝同右＝など

が含まれており、注目を集めた。

　そのほかに、横山操氏の「赤富士」

（同�万円）、杉山寧氏の「晞」（同

１２０万円）も出品された。

　当日の最高価申込価額は、見積価

額が１２００万円だった千住氏の「ウォ

ーターホール」２点で、それぞれ１５００

万円で落札された。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

「

法

人

税

基

本

通

達

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

」

（

法

令

解

釈

通

達

）

の

趣

旨

説

明

を

公

表

し

た

。

　

令

和

７

年

度

の

税

制

改

正

に

よ

り

、

各

対

象

会

計

年

度

の

国

際

最

低

課

税

残

余

額

に

対

す

る

法

人

税

お

よ

び

各

対

象

会

計

年

度

の

国

内

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

に

伴

い

、

法

人

税

基

本

通

達

の

一

部

改

正

が

行

わ

れ

た

こ

と

に

伴

う

も

の

。

　

各

国

が

グ

ロ

ー

バ

ル

・

ミ

ニ

マ

ム

課

税

を

導

入

す

る

場

合

に

は

、

モ

デ

ル

ル

ー

ル

等

に

定

め

ら

れ

た

結

果

に

整

合

す

る

形

で

制

度

を

実

施

・

運

用

す

る

こ

と

が

求

め

ら

れ

て

い

る

と

い

う

背

景

か

ら

、

同

通

達

の

一

部

改

正

に

お

い

て

も

、

そ

の

法

令

解

釈

に

つ

い

て

は

モ

デ

ル

ル

ー

ル

等

の

趣

旨

を

十

分

に

踏

ま

え

て

行

っ

て

お

り

、

ま

た

、

諸

外

国

の

税

制

や

会

計

制

度

は

区

々

で

あ

る

こ

と

か

ら

一

義

的

な

取

扱

い

を

定

め

る

こ

と

が

で

き

な

い

よ

う

な

ケ

ー

ス

に

つ

い

て

は

、

例

示

を

す

る

に

と

ど

め

て

い

る

、

な

ど

と

説

明

し

て

い

る

。

　

同

Ｗ

Ｇ

の

討

議

の

結

果

、

試

験

の

コ

ン

セ

プ

ト

と

し

て

は

、

資

格

制

度

の

創

設

趣

旨

を

踏

ま

え

て

、

中

小

Ｍ

＆

Ａ

に

関

す

る

実

務

的

な

広

範

の

知

識

習

得

に

加

え

て

、

高

い

倫

理

観

、

規

範

意

識

の

涵

養

を

行

う

こ

と

が

重

要

で

あ

る

こ

と

が

確

認

さ

れ

た

と

し

て

い

る

。

受

験

者

像

は

、

仲

介

者

・

Ｆ

Ａ

等

の

Ｍ

＆

Ａ

専

門

業

者

ま

た

は

そ

の

他

の

支

援

機

関

（

金

融

機

関

、

士

業

等

専

門

家

、

Ｍ

＆

Ａ

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

等

）

に

所

属

す

る

仲

介

・

Ｆ

Ａ

業

務

に

関

わ

る

者

、

今

後

中

小

Ｍ

＆

Ａ

の

仲

介

・

Ｆ

Ａ

業

務

を

行

お

う

と

す

る

者

を

主

な

受

験

対

象

と

す

る

こ

と

を

想

定

し

て

い

る

。

　

加

え

て

、

試

験

合

格

者

に

対

す

る

合

格

者

登

録

制

度

の

運

用

も

一

体

と

し

て

行

う

べ

き

旨

も

確

認

さ

れ

た

。

合

格

者

登

録

制

度

で

は

、

倫

理

規

程

を

は

じ

め

と

す

る

中

小

Ｍ

＆

Ａ

支

援

に

関

連

す

る

事

項

の

定

期

講

習

等

を

登

録

・

継

続

要

件

と

す

る

こ

と

で

、

試

験

合

格

者

の

知

識

の

更

新

や

倫

理

・

行

動

規

範

に

対

す

る

遵

守

意

識

の

醸

成

を

通

じ

た

規

律

の

維

持

・

向

上

を

図

る

。

　

難

易

度

は

、

基

本

的

方

針

と

し

て

Ｍ

＆

Ａ

実

務

を

行

っ

て

い

る

者

で

あ

れ

ば

、

習

得

し

て

お

く

こ

と

が

期

待

さ

れ

る

基

本

的

な

水

準

（

一

般

的

な

社

会

人

が

一

定

期

間

の

学

習

を

行

え

ば

合

格

で

き

る

水

準

）

を

想

定

。

具

体

的

な

合

格

基

準

の

イ

メ

ー

ジ

と

し

て

は

総

得

点

の

�

～

�

％

程

度

の

得

点

率

に

設

定

し

、

特

定

の

分

野

に

偏

っ

た

得

点

で

の

合

格

を

防

ぐ

観

点

か

ら

、

科

目

別

合

格

最

低

基

準

（

�

％

程

度

）

を

設

定

す

る

と

し

た

。

た

だ

、

倫

理

・

行

動

規

範

の

遵

守

徹

底

を

最

も

重

要

視

し

て

い

る

と

い

う

メ

ッ

セ

ー

ジ

を

発

信

す

る

と

い

う

観

点

で

禁

忌

肢

（

選

ん

だ

時

点

で

失

格

と

な

る

よ

う

な

選

択

肢

）

の

設

定

も

検

討

し

て

い

る

。

　

同

検

討

会

で

は

近

く

中

小

Ｍ

＆

Ａ

資

格

試

験

の

概

要

を

公

表

し

、

令

和

８

年

度

以

降

、

中

企

庁

の

委

託

事

業

と

し

て

同

試

験

を

実

施

す

る

こ

と

を

想

定

。

こ

れ

を

受

け

て

、

中

企

庁

は

３

月

�

日

に

中

小

Ｍ

＆

Ａ

資

格

試

験

実

施

事

業

に

係

る

企

画

競

争

の

募

集

を

開

始

し

た

。

　

令

和

８

年

４

月

１

日

か

ら

、

こ

れ

ま

で

任

意

だ

っ

た

、

不

動

産

の

所

有

者

（

所

有

権

の

登

記

名

義

人

）

の

住

所

や

名

前

の

変

更

登

記

が

義

務

化

さ

れ

た

。

住

所

等

に

変

更

が

あ

っ

た

場

合

、

そ

の

変

更

日

か

ら

２

年

以

内

に

変

更

の

登

記

の

申

請

が

義

務

付

け

ら

れ

た

。

法

人

が

所

有

す

る

不

動

産

に

つ

い

て

も

同

様

と

な

る

。

８

年

４

月

１

日

前

に

住

所

等

の

変

更

が

あ

っ

た

場

合

も

義

務

化

の

対

象

で

、

�

年

３

月

�

日

ま

で

に

変

更

登

記

が

必

要

と

な

る

。

な

お

、

一

定

の

手

続

を

す

る

こ

と

で

、

そ

の

後

に

住

所

等

の

変

更

が

あ

っ

た

場

合

、

自

身

で

登

記

申

請

を

す

る

の

で

は

な

く

、

法

務

局

が

職

権

で

住

所

等

変

更

登

記

を

す

る

「

ス

マ

ー

ト

変

更

登

記

」

も

今

月

か

ら

始

ま

っ

て

い

る

。

　

不

動

産

登

記

簿

を

み

て

も

、

所

有

者

や

そ

の

連

絡

先

が

分

か

ら

な

い

「

所

有

者

不

明

土

地

」

が

全

国

で

増

加

し

、

周

辺

の

環

境

悪

化

や

民

間

取

引

・

公

共

事

業

の

阻

害

が

生

ず

る

な

ど

、

社

会

問

題

と

な

っ

て

い

る

。

そ

こ

で

、

６

年

４

月

１

日

か

ら

相

続

登

記

の

義

務

化

が

始

ま

り

、

今

回

、

住

所

等

の

変

更

登

記

が

義

務

化

さ

れ

た

。

　

住

所

等

の

変

更

登

記

で

は

、

正

当

な

理

由

な

く

申

請

を

怠

っ

た

場

合

、

５

万

円

以

下

の

過

料

の

適

用

対

象

と

な

る

。

た

だ

し

、

登

記

官

が

義

務

違

反

の

事

実

を

把

握

し

て

も

、

直

ち

に

裁

判

所

へ

の

通

知

（

過

料

通

知

）

は

行

わ

な

い

と

し

て

い

る

。

登

記

官

が

過

料

通

知

を

行

う

の

は

、

義

務

に

違

反

し

た

者

に

対

し

、

相

当

の

期

間

を

定

め

て

義

務

の

履

行

を

催

告

し

た

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

正

当

な

理

由

な

く

、

そ

の

期

間

内

に

申

請

・

申

出

が

さ

れ

な

い

と

き

に

限

ら

れ

る

。

　

ス

マ

ー

ト

変

更

登

記

は

、

所

有

者

が

変

更

登

記

の

申

請

を

し

な

く

て

も

、

登

記

官

が

住

民

基

本

台

帳

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

シ

ス

テ

ム

な

ど

の

情

報

を

検

索

し

、

こ

れ

に

基

づ

い

て

職

権

で

登

記

を

行

う

も

の

。

　

個

人

の

場

合

は

、

「

検

索

用

情

報

の

申

出

」

を

す

る

こ

と

で

、

ス

マ

ー

ト

変

更

登

記

が

利

用

で

き

る

。

同

申

出

は

、

登

記

申

請

と

の

同

時

申

出

と

単

独

申

出

が

あ

り

、

単

独

申

出

の

場

合

は

、

オ

ン

ラ

イ

ン

で

手

続

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

申

出

後

は

、

法

務

局

が

少

な

く

と

も

２

年

に

１

回

、

住

基

ネ

ッ

ト

に

照

会

し

て

住

所

等

の

変

更

の

有

無

を

確

認

し

、

変

更

が

あ

っ

た

場

合

、

本

人

の

了

解

を

得

た

上

で

、

職

権

で

変

更

登

記

を

す

る

。

そ

の

た

め

、

売

買

の

予

定

が

あ

る

な

ど

、

速

や

か

に

住

所

・

氏

名

を

変

更

す

る

必

要

が

あ

る

場

合

は

、

自

身

で

変

更

登

記

を

申

請

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

　

法

人

の

場

合

は

、

会

社

法

人

等

番

号

の

登

記

を

す

れ

ば

、

ス

マ

ー

ト

変

更

登

記

が

利

用

で

き

る

。

会

社

法

人

等

番

号

の

登

記

が

さ

れ

、

本

店

・

主

た

る

事

務

所

の

住

所

や

会

社

・

法

人

の

名

称

に

変

更

が

あ

っ

た

場

合

、

法

務

局

に

お

い

て

住

所

等

の

変

更

の

事

実

を

確

認

し

て

、

職

権

で

変

更

登

記

を

す

る

。

　

国

税

庁

は

３

月

�

日

、

「

再

調

査

の

請

求

の

概

要

」

の

一

部

訂

正

に

つ

い

て

公

表

し

た

。

「

再

調

査

の

請

求

の

概

要

」

（

平

成

�

年

度

分

に

つ

い

て

は

「

異

議

申

立

て

の

概

要

」

）

で

、

令

和

６

、

５

、

４

、

３

、

２

、

元

年

度

分

と

、

平

成

�

、

�

、

�

、

�

年

度

分

の

発

生

件

数

や

処

理

件

数

等

に

つ

い

て

、

一

部

数

値

に

誤

り

が

あ

っ

た

と

い

う

。

　

こ

れ

ら

の

正

誤

表

と

訂

正

後

の

資

料

は

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　この連載では、インボイス制度に関連することで、改めて注

意すべき点について解説していきますが、はじめに、国会で審

議中（執筆時点）の所得税法等の一部を改正する法律案（以下

「８年度改正法案」といいます。）を基に解説します。

　インボイス制度に関しては、経過措置が改正の対象になって

おり、免税事業者等からの仕入れに係る経過措置の控除可能割

合�％が、令和８年９月�日で終了することに合わせ、令和８

年�月１日から令和�年９月�日までは�％に変更されます。

この経過措置は、課税期間単位ではなく、個々の取引ごとに適

用されますから、課税期間の途中であっても、令和８年�月１

日以後の課税仕入れについては、�％の割合により仕入控除税

額を計算する必要があります。

　したがって、令和８年�月１日前後の課税仕入れについては、

いずれの割合を適用するかを区分しなければなりませんが、そ

の区分は「課税仕入れを行った日」で判断します。この「課税

仕入れを行った日」がいつであるかについては、原則として、

消費税法基本通達第９章（（資産の譲渡等の時期））の取扱いに準

ずることとされていますので（消基通�－３－１）、所得税又

は法人税における所得金額の計算上の資産の取得時期又は費用

等の計上時期と同じとなります。

　棚卸資産の譲渡を行った日（注）は、その引渡しのあった日

とされていますから（消基通９－１－１）、この場合の課税仕

入れの時期もその引渡しのあった日となります。したがって、

令和８年�月１日以後に引渡しのあった免税事業者等からの商

品の仕入れについては、仕入税額相当額の�％の割合を適用し

て仕入控除税額を計算することとなります。

（注）その棚卸資産の種類及び性質、その販売に係る契約の内

容等に応じてその引渡しの日として合理的であると認められ

る日のうち、事業者が継続して棚卸資産の譲渡を行ったこと

としている日によります（消基通９－１－２）。

　役務の提供を行った日は、原則として、その約した役務の全

部の提供を完了した日になりますから（消基通９－１－５）、こ

の場合の課税仕入れの時期も役務の提供が完了した日となりま

す。したがって、例えば、令和８年９月�日から提供を受けて

いる役務について同年�月�日に役務の提供が完了した場合に

は、令和８年�月�日が課税仕入れを行った日となりますから、

相手先が免税事業者等である場合には、仕入税額相当額の�％

の割合を適用して仕入控除税額を計算することとなります。

　森田修（もりた・おさむ）氏の略歴　国税庁消費税室課長補

佐、東京国税局消費税課長、千葉東税務署長等を経た後、現在、

税理士、文京学院大学大学院客員教授、日本税務研究センター

租税法事例研究会（消費税部会）研究員。

　

高

市

早

苗

内

閣

が

主

導

す

る

消

費

税

の

食

料

品

ゼ

ロ

税

率

は

、

そ

れ

が

も

た

ら

す

財

源

問

題

は

他

に

譲

る

と

し

て

、

ゼ

ロ

税

率

の

意

味

す

る

と

こ

ろ

と

消

費

税

法

に

お

け

る

類

似

制

度

で

あ

る

「

免

税

」

及

び

「

非

課

税

」

と

の

関

係

（

異

同

）

に

つ

い

て

論

じ

る

こ

と

と

す

る

。

　

現

行

法

の

下

で

の

免

税

及

び

非

課

税

と

新

た

に

導

入

が

検

討

さ

れ

て

い

る

ゼ

ロ

税

率

は

、

い

ず

れ

も

消

費

者

（

資

産

等

の

譲

受

人

）

段

階

で

は

明

示

的

な

消

費

税

の

負

担

が

な

い

こ

と

で

は

共

通

し

て

い

る

。

し

か

し

、

資

産

の

譲

渡

等

を

行

う

事

業

者

の

段

階

で

は

大

き

く

異

な

る

こ

と

に

な

る

。

す

な

わ

ち

、

現

行

の

消

費

税

は

、

多

段

階

一

般

消

費

税

に

属

す

る

と

こ

ろ

、

事

業

者

が

消

費

税

を

納

付

す

る

場

合

に

、

前

段

階

の

付

加

価

値

に

つ

い

て

生

じ

た

消

費

税

（

仕

入

消

費

税

額

）

の

控

除

又

は

譲

渡

価

額

の

調

整

が

問

題

と

な

る

。

　

こ

の

点

に

つ

い

て

、

現

行

法

で

は

、

輸

出

免

税

に

代

表

さ

れ

る

免

税

に

つ

い

て

は

、

仕

入

消

費

税

額

控

除

が

認

め

ら

れ

、

多

く

の

場

合

は

、

当

該

控

除

額

が

還

付

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

し

か

し

、

非

課

税

に

関

し

て

は

、

仕

入

消

費

税

額

控

除

が

認

め

ら

れ

て

い

な

い

か

ら

、

仕

入

消

費

税

額

を

譲

渡

価

額

に

加

算

せ

ざ

る

を

得

な

い

こ

と

に

な

る

。

　

例

え

ば

、

切

手

・

は

が

き

代

は

、

非

課

税

で

あ

る

が

、

か

つ

て

、

消

費

税

率

が

３

％

に

引

き

上

げ

ら

れ

た

際

、

�

円

の

切

手

が

�

円

に

な

っ

た

こ

と

が

あ

る

が

、

こ

れ

は

�

円

の

３

％

相

当

額

を

上

乗

せ

し

た

も

の

で

あ

る

（

も

っ

と

も

、

仕

入

割

合

や

端

数

切

り

上

げ

を

考

え

る

と

、

体

の

良

い

便

乗

値

上

げ

で

は

あ

る

）

。

こ

の

よ

う

な

例

は

、

鉄

道

料

金

に

つ

い

て

も

見

ら

れ

る

と

こ

ろ

で

あ

る

。

　

ま

た

、

本

稿

�

回

で

紹

介

し

た

「

埋

葬

料

・

火

葬

料

」

の

非

課

税

に

つ

い

て

は

、

業

者

が

中

国

資

本

に

乗

っ

取

ら

れ

て

か

ら

公

共

性

が

高

い

埋

葬

料

・

火

葬

料

が

数

倍

に

引

き

上

げ

ら

れ

、

何

の

た

め

の

非

課

税

制

度

か

分

か

ら

な

い

よ

う

な

事

態

に

な

っ

て

い

る

。

　

も

っ

と

も

、

前

記

の

よ

う

に

、

譲

渡

代

金

を

任

意

に

設

定

で

き

な

い

事

業

者

で

は

、

非

課

税

制

度

に

悲

鳴

を

上

げ

て

い

る

と

こ

ろ

も

あ

る

。

そ

の

代

表

例

が

医

療

事

業

で

あ

る

。

す

な

わ

ち

、

医

療

代

金

の

大

部

分

を

占

め

る

社

会

保

険

診

療

報

酬

が

非

課

税

で

あ

る

と

こ

ろ

、

そ

の

診

療

報

酬

は

国

が

決

め

る

公

定

価

格

で

あ

る

が

ゆ

え

に

、

切

手

代

や

電

気

代

の

よ

う

に

、

仕

入

消

費

税

額

相

当

額

を

任

意

に

診

療

報

酬

に

加

算

で

き

な

い

の

で

あ

る

。

　

そ

の

た

め

、

国

が

仕

入

消

費

税

額

相

当

額

を

決

定

し

て

診

療

報

酬

額

に

加

算

す

る

方

式

を

採

用

し

て

い

る

。

そ

し

て

、

そ

の

加

算

額

は

、

消

費

税

率

�

％

の

下

で

３

・

�

％

と

決

定

さ

れ

て

い

る

。

こ

の

３

・

�

％

と

い

う

数

値

は

、

医

療

事

業

者

に

お

け

る

平

均

値

と

目

さ

れ

る

か

ら

、

設

備

投

資

等

が

多

い

（

仕

入

消

費

税

額

の

多

い

）

病

院

等

で

は

損

税

が

発

生

し

、

反

対

に

小

規

模

な

診

療

所

で

は

益

税

が

発

生

す

る

こ

と

に

な

る

。

こ

の

問

題

は

、

医

療

業

界

だ

け

の

問

題

で

は

な

く

、

病

院

が

設

備

投

資

を

怠

る

よ

う

に

な

る

と

、

国

民

の

医

療

水

準

に

も

悪

影

響

を

及

ぼ

す

と

い

う

厄

介

な

問

題

を

生

じ

さ

せ

る

。

　

こ

の

よ

う

に

、

非

課

税

制

度

に

は

種

々

の

問

題

が

あ

る

こ

と

を

考

慮

す

る

と

、

食

料

品

に

つ

い

て

非

課

税

で

は

な

く

ゼ

ロ

税

率

を

採

用

す

る

こ

と

は

、

賢

明

な

策

で

は

あ

る

。

け

だ

し

、

非

課

税

に

し

て

仕

入

消

費

税

相

当

額

を

販

売

価

額

に

加

算

す

る

こ

と

は

、

食

料

品

の

販

売

業

者

が

膨

大

で

あ

る

こ

と

を

考

え

る

と

、

当

該

加

算

が

適

正

に

行

わ

れ

る

こ

と

を

規

制

す

る

こ

と

は

極

め

て

困

難

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

か

ら

で

あ

る

。

　

他

方

、

ゼ

ロ

税

率

は

、

課

税

制

度

の

中

で

税

率

が

ゼ

ロ

で

あ

る

と

考

え

て

、

通

常

の

仕

入

消

費

税

額

控

除

を

認

め

れ

ば

足

り

る

と

い

う

こ

と

に

な

る

。

そ

し

て

、

当

該

控

除

が

で

き

な

い

場

合

に

は

、

還

付

を

認

め

れ

ば

足

り

る

こ

と

に

な

る

。

　

そ

れ

で

は

、

前

述

の

社

会

保

険

診

療

報

酬

に

つ

い

て

も

、

非

課

税

で

は

な

く

、

ゼ

ロ

税

率

に

す

れ

ば

良

い

と

す

る

、

考

え

方

も

あ

る

。

し

か

し

、

こ

の

場

合

に

は

、

厄

介

な

こ

と

に

前

述

の

３

・

�

％

の

診

療

報

酬

の

引

き

は

が

し

問

題

が

生

じ

る

。

す

な

わ

ち

、

診

療

報

酬

代

金

が

３

・

�

％

減

額

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

と

、

設

備

投

資

の

少

な

い

小

規

模

な

診

療

所

で

は

大

き

な

痛

手

と

な

る

の

で

あ

る

。

　

そ

う

な

る

と

、

万

事

円

満

に

解

決

す

る

に

は

、

現

行

の

非

課

税

制

度

の

下

で

、

仕

入

消

費

税

額

が

３

・

�

％

を

上

回

っ

た

も

の

に

対

し

税

額

還

付

を

認

め

れ

ば

足

り

る

こ

と

に

な

る

（

拙

著

「

傍

流

の

正

論

」

２

６

４

頁

参

照

）

。

つ

ま

り

、

「

非

課

税

の

下

で

還

付

は

な

い

」

と

い

う

常

識

を

覆

せ

ば

足

り

る

こ

と

で

あ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

「

税

」

に

つ

い

て

悩

ん

で

い

る

経

営

者

へ

向

け

て

、

事

業

活

動

を

展

開

す

る

上

で

踏

ま

え

て

お

き

た

い

税

務

知

識

や

、

様

々

な

場

面

で

関

係

す

る

税

や

制

度

に

つ

い

て

、

申

告

や

税

務

調

査

を

中

心

に

概

説

し

、

処

分

に

不

服

が

あ

る

場

合

の

解

決

手

段

で

あ

る

「

不

服

申

立

て

」

や

「

裁

判

」

と

い

っ

た

争

訟

手

続

に

つ

い

て

も

詳

細

に

説

明

。

　

特

に

、

当

事

者

と

し

て

活

用

す

る

場

面

は

稀

で

あ

る

不

服

申

立

て

や

税

務

裁

判

に

つ

い

て

、

税

務

調

査

対

応

か

ら

の

一

連

の

過

程

を

通

じ

、

制

度

の

し

く

み

や

手

続

な

ど

を

チ

ャ

ー

ト

図

・

ケ

ー

ス

ス

タ

デ

ィ

等

を

用

い

て

、

実

際

の

局

面

を

想

定

し

や

す

い

工

夫

を

凝

ら

し

な

が

ら

解

説

。

ま

た

、

納

税

者

の

主

張

が

認

め

ら

れ

た

裁

決

事

例

を

取

り

ま

と

め

て

、

審

査

請

求

に

お

け

る

審

判

所

の

判

断

要

素

や

、

審

査

請

求

人

の

主

張

な

ど

を

詳

解

し

、

取

消

裁

決

に

つ

な

が

っ

た

要

因

を

考

察

。

　

不

服

申

立

て

か

ら

裁

判

へ

…

と

い

う

「

も

し

も

！

」

の

こ

と

が

起

き

た

時

に

、

経

営

者

の

助

け

と

な

る

税

務

知

識

と

対

応

策

を

、

国

税

職

員

・

税

理

士

と

し

て

経

験

豊

富

な

著

者

が

簡

潔

に

整

理

し

ア

ド

バ

イ

ス

。

ポ

イ

ン

ト

は

「

コ

ラ

ム

」

等

で

ピ

ッ

ク

ア

ッ

プ

。

　

Ａ

５

判

、

１

９

６

ペ

ー

ジ

。

定

価

１

９

８

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

が

自

家

栽

培

し

た

さ

つ

ま

芋

を

干

し

芋

に

加

工

し

て

販

売

す

る

事

業

は

、

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

で

第

三

種

事

業

（

製

造

業

）

に

該

当

す

る

と

し

た

事

例

。

　

農

業

を

営

む

審

査

請

求

人

が

、

自

家

栽

培

し

た

さ

つ

ま

芋

を

干

し

芋

に

加

工

し

販

売

す

る

事

業

は

、

簡

易

課

税

制

度

に

係

る

事

業

区

分

に

お

い

て

第

二

種

事

業

（

農

業

の

う

ち

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

う

部

分

）

に

該

当

す

る

と

し

て

消

費

税

等

の

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

請

求

人

の

当

該

事

業

は

第

三

種

事

業

（

製

造

業

）

に

該

当

す

る

と

し

て

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

、

当

該

事

業

は

、

日

本

標

準

産

業

分

類

の

大

分

類

「

製

造

業

」

に

分

類

さ

れ

る

か

ら

、

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

に

お

い

て

第

三

種

事

業

に

分

類

さ

れ

る

製

造

業

に

該

当

す

る

と

し

て

、

処

分

は

適

法

で

あ

る

と

し

た

（

令

和

７

年

９

月

８

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

請

求

人

は

、

本

件

各

課

税

期

間

（

令

和

２

～

４

年

）

に

お

い

て

、

さ

つ

ま

芋

、

米

及

び

飼

料

米

を

栽

培

し

販

売

す

る

事

業

（

本

件

栽

培

事

業

）

の

ほ

か

、

自

家

栽

培

し

た

さ

つ

ま

芋

の

一

部

を

干

し

芋

に

加

工

し

て

販

売

す

る

事

業

（

本

件

干

し

芋

事

業

）

を

営

む

個

人

事

業

者

で

あ

る

。

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

６

月

１

日

、

平

成

�

年

課

税

期

間

か

ら

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

る

旨

記

載

し

た

簡

易

課

税

制

度

選

択

届

出

書

を

原

処

分

庁

に

提

出

し

た

。

な

お

、

請

求

人

の

本

件

各

課

税

期

間

の

各

基

準

期

間

に

お

け

る

課

税

売

上

高

は

、

い

ず

れ

も

５

０

０

０

万

円

以

下

。

　

日

本

標

準

産

業

分

類

の

大

分

類

Ａ

は

「

農

業

、

林

業

」

と

さ

れ

て

お

り

、

そ

の

「

総

説

」

に

は

、

要

旨

次

の

と

お

り

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

Ａ

　

農

業

に

分

類

さ

れ

る

も

の

　

耕

種

農

業

（

水

稲

、

陸

稲

、

麦

類

、

雑

穀

、

豆

類

、

い

も

類

、

野

菜

、

果

樹

、

工

芸

農

作

物

、

飼

肥

料

作

物

、

花

き

、

薬

用

作

物

、

採

種

用

作

物

及

び

桑

の

栽

培

を

い

う

）

を

行

う

事

業

所

が

分

類

さ

れ

る

。

　

Ｂ

　

農

家

で

製

造

活

動

を

行

っ

て

い

る

場

合

に

お

け

る

農

業

と

製

造

業

と

の

関

係

　

（

Ａ

）

　

主

と

し

て

他

か

ら

購

入

し

た

原

材

料

を

使

用

し

て

製

造

又

は

加

工

を

行

っ

て

い

る

場

合

は

農

業

の

活

動

と

は

し

な

い

。

　

（

Ｂ

）

　

主

と

し

て

自

家

栽

培

し

た

原

材

料

を

使

用

し

て

製

造

又

は

加

工

を

行

っ

て

い

る

場

合

は

農

業

の

活

動

と

す

る

。

た

だ

し

、

同

一

構

内

に

工

場

、

作

業

所

と

み

ら

れ

る

も

の

（

作

業

所

等

）

が

あ

り

、

そ

の

製

造

活

動

に

専

従

の

常

用

従

業

者

が

い

る

と

き

は

農

業

の

活

動

と

は

し

な

い

。

　

日

本

標

準

産

業

分

類

の

大

分

類

Ｅ

は

「

製

造

業

」

と

さ

れ

て

お

り

、

そ

の

「

総

説

」

に

は

、

要

旨

次

の

と

お

り

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

Ａ

　

製

造

業

に

分

類

さ

れ

る

も

の

　

有

機

又

は

無

機

の

物

質

に

物

理

的

、

化

学

的

変

化

を

加

え

て

新

た

な

製

品

を

製

造

し

、

こ

れ

を

卸

売

等

す

る

事

業

所

が

分

類

さ

れ

る

。

　

Ｂ

　

製

造

業

と

農

業

と

の

関

係

　

農

家

が

同

一

構

内

で

製

造

活

動

を

行

っ

て

い

る

場

合

、

主

と

し

て

自

家

栽

培

又

は

取

得

し

た

原

材

料

を

使

用

し

て

製

造

又

は

加

工

を

行

っ

て

い

る

場

合

は

農

業

に

分

類

さ

れ

る

。

　

た

だ

し

、

同

一

構

内

に

作

業

所

等

が

あ

り

、

そ

の

製

造

活

動

に

専

従

の

常

用

従

業

者

が

い

る

と

き

は

製

造

業

に

分

類

さ

れ

る

。

　

争

点

は

、

本

件

干

し

芋

事

業

は

、

消

費

税

法

施

行

令

第

�

条

《

中

小

事

業

者

の

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

額

の

控

除

の

特

例

》

第

５

項

第

３

号

に

規

定

す

る

第

三

種

事

業

に

分

類

さ

れ

る

製

造

業

に

該

当

す

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

日

本

標

準

産

業

分

類

の

総

説

の

記

載

は

、

同

一

構

内

に

農

業

全

般

に

使

用

す

る

倉

庫

や

設

備

の

ほ

か

に

、

製

造

又

は

加

工

に

の

み

使

用

す

る

建

物

が

あ

り

、

か

つ

、

そ

の

建

物

内

で

加

工

に

専

従

す

る

者

が

い

る

場

合

は

、

農

業

に

分

類

さ

れ

ず

、

製

造

業

に

分

類

さ

れ

る

と

解

す

べ

き

で

あ

る

。

審

判

所

の

判

断

（

認

定

事

実

）

　

本

件

干

し

芋

事

業

に

係

る

干

し

芋

の

加

工

工

程

は

、

①

キ

ュ

ア

リ

ン

グ

及

び

保

存

工

程

、

②

洗

い

工

程

、

③

蒸

し

工

程

、

④

皮

む

き

工

程

、

⑤

ス

ラ

イ

ス

工

程

、

⑥

乾

燥

工

程

、

⑦

梱

包

、

出

荷

工

程

で

、

各

工

程

は

自

宅

敷

地

内

に

建

て

た

建

物

（

本

件

建

物

）

で

行

わ

れ

て

い

る

。

　

干

し

芋

の

加

工

時

期

は

�

月

下

旬

か

ら

翌

年

２

月

末

ま

で

の

約

３

か

月

間

で

、

そ

の

期

間

、

本

件

建

物

は

専

ら

干

し

芋

の

加

工

の

た

め

に

使

用

さ

れ

、

そ

れ

以

外

の

時

期

に

お

い

て

は

、

本

件

栽

培

事

業

の

活

動

の

た

め

に

使

用

さ

れ

て

い

る

。

　

請

求

人

は

、

年

間

を

通

じ

て

従

業

員

を

１

名

雇

用

、

ま

た

、

外

国

人

技

能

実

習

生

を

数

名

受

け

入

れ

て

お

り

、

当

該

従

業

員

及

び

当

該

外

国

人

技

能

実

習

生

は

、

本

件

栽

培

事

業

及

び

本

件

干

し

芋

事

業

に

従

事

。

干

し

芋

の

加

工

時

期

は

、

臨

時

従

業

員

を

数

名

雇

用

し

て

い

る

。

（

検

討

）

　

消

費

税

法

施

行

令

第

�

条

第

５

項

第

３

号

の

規

定

に

よ

り

第

三

種

事

業

に

該

当

す

る

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

事

業

の

範

囲

は

、

お

お

む

ね

日

本

標

準

産

業

分

類

の

大

分

類

に

掲

げ

る

分

類

を

基

礎

と

し

て

判

定

す

る

こ

と

が

合

理

的

で

あ

る

と

こ

ろ

、

日

本

標

準

産

業

分

類

の

総

説

に

は

、

農

家

が

自

家

栽

培

し

た

原

材

料

を

使

用

し

て

製

造

活

動

を

行

っ

て

い

る

場

合

は

原

則

と

し

て

農

業

に

分

類

さ

れ

る

が

、

①

同

一

構

内

に

工

場

、

作

業

所

と

み

ら

れ

る

も

の

（

作

業

所

等

）

が

あ

り

、

か

つ

、

②

そ

の

製

造

活

動

に

専

従

の

常

用

従

業

者

が

い

る

場

合

に

は

農

業

に

は

分

類

さ

れ

ず

製

造

業

に

分

類

さ

れ

る

旨

が

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

そ

し

て

、

①

本

件

建

物

に

は

、

干

し

芋

の

加

工

の

た

め

の

機

械

等

が

設

置

さ

れ

、

作

業

所

等

の

機

能

を

有

し

て

い

た

と

い

え

る

こ

と

、

②

請

求

人

が

干

し

芋

の

加

工

時

期

の

み

雇

用

し

、

加

工

作

業

に

従

事

し

て

い

る

者

は

、

雇

用

期

間

及

び

作

業

内

容

か

ら

す

る

と

、

本

件

干

し

芋

事

業

の

製

造

活

動

に

専

従

す

る

常

用

従

業

者

に

該

当

す

る

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

本

件

干

し

芋

事

業

は

、

日

本

標

準

産

業

分

類

の

大

分

類

に

掲

げ

る

「

製

造

業

」

に

該

当

し

、

消

費

税

法

施

行

令

第

�

条

第

５

項

第

３

号

に

規

定

す

る

第

三

種

事

業

（

製

造

業

）

に

該

当

す

る

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



【はじめに】

　公益信託制度は大正�年に旧信託法の一部として制

定されて以来抜本的な見直しが行われていなかった

が、その全部が改正され、新たな「公益信託に関する

法律（以下「公益信託法」という）」が令和８年４月

１日から施行された。

　公益信託は、公益法人と同様に民間が主体となって

公益的活動を行う仕組みであり、公益法人のような機

関（理事会や評議員会、社員総会）が不要であること

等から、潜在的需要があるとされる。そこで新しい公

益信託の制度を確認し、その活用等を考えてみたい。

【信託とは】

　まず信託とはどのようなものかを概説する。信託と

は「信じて託す」と書くように、財産を信頼できる人

に託して管理・運用・処分してもらう制度であり、財

産を託す者を「委託者」、託される者を「受託者」、

託す財産を「信託財産」、信託財産から生じる利益等

を受ける者を「受益者」という（信託法２）。信託は、

信託財産の所有権が委託者から受託者に移転し、その

管理処分権は受託者のみが有することになるが、信託

の経済的、実質的な効果（利益）は受益者が享受する。

【公益信託とは】

　公益信託は、受益者の定めのない信託であって、公益

事務を行うことのみを目的とするものをいう（公益信

託法２①一）。「公益事務」とは、不特定かつ多数の者の

利益の増進を目的とする事務として公益信託法の別表

に列挙されているものであるが、その内容は、公益法

人における公益目的事業と同じである（公益信託法２

①二、別表）。公益事務の対象は、不特定多数であること

から、受益者と区別して「受給者」などと呼ばれる。

　公益信託は、委託者と受託者の間で締結される信託

契約又は委託者の遺言（これらを信託行為という）に

よって成立し（公益信託法４）、行政庁の認可を受け

なければ、その効力を生じない（公益信託法６）。

　

こ

の

連

載

は

フ

ィ

ク

シ

ョ

ン

で

す

。

実

在

の

会

社

・

人

物

等

と

は

一

切

関

係

あ

り

ま

せ

ん

。

「

署

長

、

お

待

ち

し

て

ま

し

た

」

　

部

屋

の

障

子

を

開

け

る

と

、

な

つ

か

し

い

す

ぎ

え

り

ょ

う

ぞ

う

顔

の

１

つ

が

今

日

の

主

賓

で

あ

る

杉

江

良

蔵

に

声

を

か

け

た

。

杉

江

は

微

笑

み

な

が

ら

、

「

署

長

は

よ

し

て

く

れ

な

い

か

。

み

ん

な

と

働

い

て

い

た

頃

は

、

今

の

立

場

じ

ゃ

な

か

っ

た

。

そ

れ

に

あ

と

３

カ

月

も

す

れ

ば

退

職

だ

。

　

そ

れ

に

し

て

も

み

ん

な

早

い

ね

」

　

東

京

は

多

摩

地

区

。

土

曜

日

の

昼

下

が

り

。

小

料

理

屋

の

座

敷

に

は

、

こ

の

７

月

退

職

す

る

杉

江

の

慰

労

会

の

た

め

に

、

以

前

同

勤

し

た

面

々

が

集

ま

っ

て

い

た

。

そ

の

数

８

名

。

「

き

ょ

う

の

日

を

楽

し

み

に

し

て

、

皆

さ

ん

き

し

早

く

来

た

ん

で

す

よ

」

も

っ

と

も

若

い

岸

。

「

悪

い

ね

、

待

た

せ

て

し

ま

い

」

席

の

中

央

を

勧

め

ら

れ

杉

江

は

腰

を

下

ろ

し

た

。

「

署

長

を

待

た

せ

ち

ゃ

失

礼

だ

か

ら

、

早

く

来

い

と

、

こ

い

つ

召

集

を

か

け

た

ん

で

す

よ

」

杉

江

の

２

期

後

輩

で

都

内

の

税

務

署

で

副

署

か

わ

か

み

長

を

務

め

る

川

上

が

岸

を

肘

で

こ

ず

い

た

。

　

税

務

職

員

は

数

年

ご

と

に

異

動

す

る

。

納

税

者

と

近

く

な

り

過

ぎ

な

い

た

め

だ

。

東

京

国

税

局

管

内

に

は

�

の

税

務

署

が

あ

り

、

同

じ

署

で

長

く

働

く

こ

と

は

少

な

い

。

今

日

の

参

加

者

の

中

に

は

�

数

年

振

り

の

者

も

い

る

。

「

じ

ゃ

あ

川

上

サ

ブ

、

乾

杯

を

―

―

」

　

岸

の

言

葉

に

川

上

は

、

皆

の

グ

ラ

ス

に

ビ

ー

ル

が

注

が

れ

た

こ

と

を

確

認

す

る

と

、

「

杉

江

先

輩

、

ち

ょ

っ

と

早

い

の

で

す

が

、

こ

れ

ま

で

お

疲

れ

さ

ま

で

し

た

。

ご

卒

業

後

も

、

引

き

続

き

よ

ろ

し

く

お

願

い

し

ま

す

。

　

で

は

、

乾

杯

で

ご

唱

和

く

だ

さ

い

。

　

乾

杯

�

」

　

カ

チ

カ

チ

と

グ

ラ

ス

が

小

気

味

よ

い

音

を

立

て

る

。

「

い

や

ぁ

、

昼

間

の

ビ

ー

ル

は

、

う

ま

い

�

」

　

誰

か

が

言

う

と

、

ド

ッ

と

笑

い

が

起

き

た

。

　

し

ば

ら

く

顔

を

合

わ

せ

て

い

な

く

て

も

、

か

つ

て

同

じ

職

場

で

汗

を

流

し

た

仲

間

。

近

況

や

思

い

出

話

に

花

が

咲

き

、

い

つ

し

か

声

は

大

き

く

な

り

、

笑

い

が

絶

え

な

い

。

　

岸

が

赤

ら

ん

だ

顔

で

、

「

せ

っ

か

く

の

機

会

で

す

か

ら

杉

江

先

輩

、

こ

れ

ま

で

経

験

さ

れ

た

調

査

事

案

で

、

思

い

出

深

い

案

件

を

、

い

く

つ

か

聞

か

せ

て

も

ら

え

ま

せ

ん

か

」

「

そ

れ

は

い

い

わ

ね

。

若

い

岸

君

の

参

考

に

な

る

で

し

ょ

う

し

、

調

査

の

武

者

だ

っ

た

杉

江

さ

ん

の

体

験

談

、

私

も

ぜ

ひ

聞

き

た

い

わ

」

　

神

奈

川

で

副

署

長

を

務

め

、

杉

江

、

川

上

ま

さ

き

が

退

職

す

れ

ば

次

は

自

分

の

番

に

な

る

正

木

の

言

葉

に

、

全

員

が

頷

い

て

み

せ

た

。

「

調

査

の

武

者

で

も

な

い

が

、

そ

う

だ

ね

…

…

」

た

め

ら

っ

て

み

せ

た

も

の

の

、

杉

江

の

心

に

〝

先

生

〟

と

呼

ば

れ

た

初

老

の

男

の

、

大

き

く

丸

い

背

中

が

浮

か

び

上

が

っ

て

い

た

。

　

い

つ

か

誰

か

に

語

っ

て

お

き

た

い

気

が

し

て

い

た

。

退

職

の

日

が

近

づ

く

に

つ

れ

、

そ

の

思

い

が

強

ま

っ

て

い

く

の

を

杉

江

自

身

、

気

づ

い

て

い

た

の

だ

。

　

そ

の

〝

い

つ

か

〟

が

、

今

日

な

の

だ

ろ

う

。

「

話

は

お

も

し

ろ

く

な

い

よ

。

そ

れ

で

も

い

い

か

い

」

杉

江

は

断

り

な

が

ら

テ

ー

ブ

ル

を

ぐ

る

り

と

見

た

。

ど

の

顔

も

神

妙

に

頷

く

。

　

サ

ッ

と

酔

い

が

冷

め

た

気

が

し

た

。

「

調

査

官

と

し

て

の

駆

け

出

し

の

頃

の

こ

と

さ

。

私

の

振

り

出

し

は

多

摩

税

務

署

だ

っ

た

ん

だ

が

、

そ

の

時

の

こ

と

さ

―

―

」

　

当

時

、

国

税

専

門

官

に

採

用

さ

れ

る

と

税

務

大

学

校

で

３

カ

月

の

基

礎

研

修

を

受

け

た

。

研

修

終

了

近

く

に

法

人

や

所

得

と

い

っ

た

事

務

系

が

決

ま

り

、

赴

任

地

が

告

げ

ら

れ

た

。

　

杉

江

は

、

多

摩

税

務

署

に

着

任

す

る

と

、

す

ぐ

に

法

人

部

門

の

調

査

担

当

と

な

っ

た

。

　

今

も

昔

も

、

若

い

調

査

官

を

ど

う

育

成

す

る

か

は

、

国

税

組

織

に

と

っ

て

大

き

な

課

題

で

あ

る

。

当

時

は

、

調

査

経

験

の

無

い

者

を

、

〝

経

験

の

浅

い

職

員

〟

と

称

し

３

年

間

、

い

わ

ば

調

査

の

養

成

期

間

と

し

て

育

成

を

は

か

っ

て

い

た

。

最

後

の

３

年

目

、

杉

江

は

１

人

で

法

人

調

査

に

出

か

け

る

こ

と

に

な

っ

た

。

　

上

司

か

ら

の

指

令

は

運

送

会

社

―

―

。

つ

づ

り

　

手

渡

さ

れ

た

申

告

書

綴

と

設

立

以

来

の

会

社

の

概

要

や

主

要

な

申

告

実

績

が

記

さ

れ

た

税

歴

に

よ

れ

ば

、

法

人

は

バ

ブ

ル

経

済

が

始

ま

る

前

に

設

立

さ

れ

、

す

で

に

�

年

が

経

っ

ロ

ジ

ス

テ

ィ

ッ

ク

て

い

た

。

物

流

業

を

営

む

調

査

法

人

は

、

バ

ブ

ル

期

に

入

り

売

上

高

を

毎

年

倍

増

さ

せ

急

成

長

を

遂

げ

た

。

し

か

し

そ

れ

も

、

バ

ブ

ル

崩

壊

と

と

も

に

急

転

直

下

。

今

で

は

最

盛

期

の

５

分

の

１

に

も

満

た

な

い

売

上

高

。

も

っ

と

も

そ

れ

と

て

冷

え

切

っ

た

業

界

に

あ

っ

て

は

、

ま

だ

ま

し

な

方

だ

っ

た

。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　東京・西新井税務署（雨宮恒夫署長）と東京上

野税務署（落合信之署長）は３月３日、卒業を間

近に控えた足立区立第十四中学校の３年生が「竹

の塚の未来を考える�」をテーマに税を題材とし

た模擬選挙を行う租税教室を開催した。

　この授業は、中央大学サークル「Ｖｏｔｅ ａｔ

Ｃｈｕｏ!!」と足立区選挙管理委員会とのコラボ

により昨年から実施

しており、今回で２

回目となる。

　まず初めに、生徒

たちは税と選挙の関

係や日本の財政につ

いて学び、その後、

模擬選挙を体験。

　候補者役には大学生のほか、今回初めて生徒も

挑戦し、実際の選挙さながらにパネルディスカッ

ション、街頭演説を行った。パネルディスカッシ

ョンでは、税金についての意見を主張し、候補者

役の大学生と熱い議論を交わした。最後に、生徒

たちが有権者役となり投票を行った＝写真。

　参加した生徒は、「税金や選挙、政治はすべて

つながっていて大事ということが分かった」「自

分が納得のいく未来にするために、その一票が大

切なのがわかった」と感想を話していた。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

南

法

人

会

女

性

部

会

（

上

田

美

千

子

部

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

部

会

員

や

会

員

企

業

に

呼

び

掛

け

、

書

き

損

じ

ハ

ガ

キ

と

切

手

を

集

め

、

札

幌

ユ

ネ

ス

コ

協

会

へ

寄

贈

し

た

。

今

回

は

書

き

損

じ

ハ

ガ

キ

１

１

６

枚

と

切

手

７

６

７

２

円

（

１

１

３

枚

）

が

集

ま

っ

た

。

　

�

年

以

上

、

地

道

に

協

力

し

て

い

る

こ

の

取

組

み

は

、

ユ

ネ

ス

コ

協

会

の

「

カ

ン

ボ

ジ

ア

世

界

寺

子

屋

運

動

」

に

使

わ

れ

、

学

校

に

通

え

な

い

地

方

の

子

ど

も

た

ち

の

学

ぶ

機

会

を

つ

く

り

、

字

の

読

み

書

き

の

出

来

な

い

子

ど

も

た

ち

を

減

ら

す

こ

と

に

役

立

っ

て

い

る

。

　

こ

の

事

業

の

担

当

委

員

会

の

染

谷

有

香

委

員

長

＝

写

真

右

＝

は

、

貧

困

の

サ

イ

ク

ル

を

断

ち

切

る

に

は

教

育

が

大

切

で

、

今

後

の

支

援

も

継

続

が

必

要

で

あ

る

と

実

感

し

た

こ

と

を

、

あ

ら

た

め

て

部

会

員

に

伝

え

る

と

し

て

い

る

。

　

雷

部

屋

の

獅

司

関

が

こ

の

ほ

ど

、

イ

オ

ン

モ

ー

ル

り

ん

く

う

泉

南

（

大

阪

府

泉

南

市

）

に

お

い

て

、

泉

佐

野

税

務

署

（

植

山

猛

署

長

）

の

一

日

税

務

署

長

の

委

嘱

を

受

け

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

使

っ

た

ス

マ

ホ

申

告

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

を

Ｐ

Ｒ

し

た

。

当

イ

ベ

ン

ト

は

、

公

益

社

団

法

人

泉

佐

野

納

税

協

会

、

泉

佐

野

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

お

よ

び

泉

佐

野

税

務

署

が

共

催

で

開

催

。

　

多

く

の

買

物

客

ら

で

に

ぎ

わ

う

中

、

植

山

泉

佐

野

税

務

署

長

か

ら

委

嘱

状

を

受

け

取

っ

た

獅

司

関

は

、

「

ス

マ

ホ

と

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

使

っ

た

書

か

な

い

確

定

申

告

」

を

体

験

し

、

「

簡

単

だ

よ

�

」

と

笑

顔

で

語

っ

た

＝

写

真

。

ま

た

、

獅

司

関

、

雷

親

方

、

納

税

協

会

長

、

税

務

署

長

と

の

ト

ー

ク

シ

ョ

ー

で

は

、

３

月

�

日

の

所

得

税

の

確

定

申

告

の

期

限

に

向

け

て

、

「

土

俵

際

で

慌

て

ず

に

」

と

Ｐ

Ｒ

し

た

。

　

北

海

道

・

富

良

野

税

務

署

（

土

田

明

署

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

富

良

野

看

護

専

門

学

校

に

お

い

て

租

税

教

室

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

ま

も

な

く

社

会

人

と

な

る

学

生

た

ち

に

対

し

て

、

税

金

の

役

割

や

機

能

を

学

ん

で

も

ら

う

こ

と

を

目

的

に

３

年

連

続

で

開

催

し

て

お

り

、

講

師

を

歴

代

の

税

務

署

長

が

務

め

て

い

る

。

　

「

ス

マ

ホ

で

申

告

し

て

み

よ

う

」

を

テ

ー

マ

に

し

た

講

義

で

は

、

学

生

た

ち

自

身

の

ス

マ

ホ

で

Ｑ

Ｒ

コ

ー

ド

を

読

み

取

り

、

確

定

申

告

書

等

作

成

コ

ー

ナ

ー

に

ア

ク

セ

ス

。

　

学

生

た

ち

は

、

土

田

署

長

か

ら

操

作

の

説

明

を

受

け

な

が

ら

、

配

布

さ

れ

た

源

泉

徴

収

票

と

医

療

費

の

領

収

書

の

サ

ン

プ

ル

を

基

に

入

力

を

進

め

、

医

療

費

控

除

に

よ

る

還

付

申

告

書

を

作

成

し

た

。

　

�

分

程

度

で

確

定

申

告

書

が

完

成

し

、

土

田

署

長

の

「

看

護

師

と

し

て

働

き

始

め

る

と

、

患

者

さ

ん

と

医

療

費

控

除

の

話

題

に

な

る

か

も

し

れ

な

い

。

そ

の

と

き

は

ス

マ

ホ

で

簡

単

に

確

定

申

告

で

き

る

こ

と

を

患

者

さ

ん

に

教

え

て

ほ

し

い

」

と

い

う

ス

マ

ホ

申

告

Ｐ

Ｒ

の

言

葉

で

租

税

教

室

を

締

め

く

く

っ

た

。

　

東

京

・

町

田

税

務

署

（

須

藤

篤

志

署

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

Ｆ

Ｃ

町

田

ゼ

ル

ビ

ア

ク

ラ

ブ

ハ

ウ

ス

別

館

で

「

Ｆ

Ｃ

町

田

ゼ

ル

ビ

ア

」

の

ル

ー

キ

ー

、

徳

村

楓

大

選

手

に

よ

る

ス

マ

ホ

申

告

を

体

験

す

る

イ

ベ

ン

ト

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

徳

村

選

手

は

、

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

を

利

用

し

た

ス

マ

ホ

申

告

を

体

験

。

　

無

事

に

申

告

書

が

完

成

す

る

と

、

「

自

動

入

力

さ

れ

る

の

で

、

大

変

便

利

で

す

ね

」

と

感

想

を

話

し

て

い

た

。

　

東

京

・

立

川

税

務

署

（

諸

藤

則

昭

署

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

ア

リ

ー

ナ

立

川

立

飛

で

開

催

さ

れ

た

男

子

プ

ロ

バ

ス

ケ

リ

ー

グ

「

Ｂ

・

Ｌ

Ｅ

Ａ

Ｇ

Ｕ

Ｅ

」

の

Ｂ

３

リ

ー

グ

に

所

属

す

る

立

川

ダ

イ

ス

の

ホ

ー

ム

ゲ

ー

ム

で

、

同

署

の

若

手

職

員

が

ス

マ

ホ

と

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

使

っ

た

確

定

申

告

を

来

場

者

約

１

９

５

０

人

に

Ｐ

Ｒ

し

た

。

　

試

合

開

始

前

に

は

、

コ

ー

ト

上

で

職

員

と

イ

ー

タ

君

が

、

ス

マ

ホ

申

告

前

の

留

意

事

項

と

し

て

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

の

有

効

期

限

を

確

認

す

る

よ

う

来

場

者

へ

呼

び

掛

け

た

＝

写

真

。

　

ハ

ー

フ

タ

イ

ム

に

は

、

「

ス

マ

ホ

申

告

Ｖ

Ｓ

書

面

申

告

」

を

テ

ー

マ

と

し

て

公

募

で

選

ば

れ

た

子

ど

も

と

職

員

で

税

金

ド

リ

ブ

ル

競

争

を

行

い

、

ス

マ

ホ

と

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

使

う

こ

と

で

簡

単

か

つ

ス

ピ

ー

デ

ィ

ー

に

確

定

申

告

で

き

る

こ

と

を

Ｐ

Ｒ

。

　

そ

の

ほ

か

、

会

場

内

に

税

金

ブ

ー

ス

を

設

置

し

、

会

場

を

訪

れ

た

多

く

の

子

ど

も

た

ち

が

、

１

億

円

の

レ

プ

リ

カ

に

よ

る

重

さ

体

験

や

税

金

射

的

ゲ

ー

ム

、

カ

フ

ー

ト

を

使

っ

た

税

金

ク

イ

ズ

を

通

じ

て

税

金

を

楽

し

く

学

ん

だ

。

　

一

般

社

団

法

人

東

京

法

人

会

連

合

会

（

斎

藤

保

会

長

）

は

３

月

５

日

、

東

京

都

新

宿

区

の

京

王

プ

ラ

ザ

ホ

テ

ル

に

お

い

て

、

令

和

７

年

度

税

制

講

演

会

を

開

催

し

た

。

　

ま

ず

初

め

に

、

税

制

税

務

委

員

長

の

髙

野

吉

太

郎

副

会

長

が

主

催

者

あ

い

さ

つ

を

行

い

、

引

き

続

き

、

元

中

小

企

業

庁

長

官

で

、

伊

藤

忠

商

事

㈱

執

行

役

員

の

角

野

然

生

氏

＝

写

真

＝

が

「

『

対

話

と

傾

聴

』

が

も

た

ら

す

経

営

の

変

動

力

―

伴

走

支

援

の

新

た

な

展

開

―

」

を

テ

ー

マ

に

講

演

し

た

。

　

東

日

本

大

震

災

と

東

京

電

力

福

島

第

一

原

発

事

故

に

よ

っ

て

被

災

し

た

事

業

者

の

支

援

活

動

を

行

っ

て

き

た

角

野

氏

は

、

福

島

復

興

支

援

活

動

の

現

場

か

ら

会

得

し

た

「

対

話

と

傾

聴

」

を

通

じ

て

、

経

営

者

に

寄

り

添

い

な

が

ら

経

営

支

援

を

行

う

〝

伴

走

支

援

〟

に

つ

い

て

、

支

援

の

成

功

事

例

を

用

い

な

が

ら

分

か

り

や

す

く

説

明

。

　

ま

た

、

現

在

の

政

府

政

策

に

も

反

映

さ

れ

て

い

る

伴

走

支

援

の

全

国

展

開

に

向

け

て

設

立

さ

れ

た

「

経

営

力

再

構

築

伴

走

支

援

推

進

協

議

会

」

の

取

組

み

の

ほ

か

、

「

Ａ

Ｉ

時

代

に

『

対

話

と

傾

聴

』

を

ど

の

よ

う

に

経

営

に

活

か

す

か

」

「

伴

走

支

援

の

取

組

み

を

ど

の

よ

う

に

地

域

経

済

社

会

に

活

か

す

か

」

「

激

動

の

国

際

情

勢

を

ど

の

よ

う

に

乗

り

越

え

る

か

」

に

つ

い

て

語

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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